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・2016 会計年度の１社当たりの主要業種※1の社内研究開発費は平均 23 億 547 万円であり、
１社当たりの外部支出研究開発費は平均 14億 9,052万円であった。 
2016 会計年度企業の主要業種における社内研究開発費は 1 社当たり平均 23 億 547 万円（うち外部




表 1． 資本金階級別 主要業種における 1社当たりの研究開発費 （2016会計年度） 
 
 










N 平均値 中央値 N 平均値 中央値 N 平均値 中央値
1億円以上10億円未満 783 28170.7 7630.0 592 2082.6 0.0 203 19754.4 500.0
10億円以上100億円未満 558 95774.3 27233.0 434 8721.5 0.0 226 22151.5 1337.5
100億円以上 257 1139746.8 275113.0 210 40115.5 136.5 169 474063.2 8461.0












資本金階級 平均値 中央値 平均値 中央値
1億円以上10億円未満 585 25952.6 7692.3 24899.4 7761.1
10億円以上100億円未満 431 83537.0 27671.9 85424.0 27385.1
100億円以上 210 800399.4 258684.5 779737.8 232862.9








体の 54.4%）は、2015会計年度より減少した企業（同 42.8%）よりも多い。 
研究開発費の変化のパターン別の企業数を見ると、2016 会計年度において、主要業種の社内研究開
発費が 2015会計年度より増加した企業（全体の 54.4%）は、2015会計年度より減少した企業（同 42.8%）よ
りも多い。資本金階級別に見ると、いずれの階級とも、2015会計年度よりも社内研究開発費が増加した企
業の割合は 50%を超えている（図 1）。 
 















資本金階級 平均値 中央値 平均値 中央値
1億円以上10億円未満 108 14240.9 726.9 15341.3 655.2
10億円以上100億円未満 129 33436.5 1290.2 31697.3 1617.9
100億円以上 126 277381.3 12436.2 282757.1 11876.5









た企業は 37.7%であり、両者の増減が一致している場合は 90%を超えている（図 2）。 
 
図 2. パネルデータによる社内研究開発費と外部支出研究開発費の変化のパターン別の企業の割合 （主要業種）
 
 
注 1： 2015 会計年度と 2016 会計年度の主要業種における社内使用研究開発費、外部支出研究開発費の全てに回答し
た企業（N=411）を対象に集計した。 






















図 4. 業種別 全社の外部支出研究開発費の研究開発支出総額に占める割合（平均値 B） 
 
注： 平均値 Bは、各企業の外部支出研究開発費の比率を平均した値。 
 
注 1： 学術・開発研究機関を除く上位 10
業種について示した。 










ると 122.7人であった（表 4）。研究開発者の年齢別内訳比率（平均値 A）を見ると、25歳以上 34歳以下




表 4.  資本金階級別 研究開発者を雇用している企業割合及び研究開発者数 
 
図 5.  研究開発者の年齢別内訳比率（平均値 A） 






採用している企業の割合は回答企業全体の 1.8%であった（表 5）。 
 
表 5.  研究開発者を採用した企業の割合 
 
資本金階級 平均値 中央値
1億円以上10億円未満 788 84.1% 744 25.0 11.0
10億円以上100億円未満 568 86.5% 557 56.6 23.0
100億円以上 265 82.9% 261 542.2 146.0




















































































 図 9 は、2016 年度の１社当たりの国内特許出願件数、国際特許出願件数（2016 年度中に受理官庁





図 9. １社当たりの各種特許出願件数の前年度比較（件数） 



















表 6. 資本金階級別 国内特許出願件数の増減 
 
 
図 11. 国内特許出願件数が増加と回答した上位業種 
 
図 12. 国内特許出願件数が減少と回答した上位業種 
 
資本金階級 N 減少 増加 増減無し
1億円以上10億円未満 453 34.2% 31.3% 34.4%
10億円以上100億円未満 511 36.6% 39.7% 23.7%
100億円以上 287 36.2% 42.5% 21.3%
























































































































の割合は 69.6%であった（図 15、図 16）。 
これらの 7項目について、2013年度調査から 2017年度調査までの 5年間の推移を見ると、企業の割
合に大きな変動は見られない。 
 
図 15. 新製品・サービスの投入ならびに生産工程・配送方法の改善を実現した企業の割合の推移 
 
 




















表 7. 他組織との連携の有無（N=1,711） 
 
  
資本金階級 N 連携したことがある 連携したことがない
1億円以上10億円未満 808 62.3% 37.7%
10億円以上100億円未満 598 83.3% 16.7%
100億円以上 305 96.1% 3.9%


















































































































































































































1億円以上10億円未満 498 10.6% 1.6% 5.8% 33.7% 12.2% 11.6% 10.0% 6.8% 2.8% 4.6%
10億円以上100億円未満 484 12.0% 3.7% 2.9% 33.1% 12.8% 11.2% 10.1% 5.0% 5.2% 4.1%
100億円以上 287 9.4% 2.8% 1.7% 30.0% 16.4% 12.9% 6.6% 7.3% 9.4% 3.5%

































1億円以上10億円未満 751 33.6% 18.0% 0.3% 55.7%
10億円以上100億円未満 545 38.0% 12.1% 0.7% 56.3%
100億円以上 273 55.3% 46.9% 3.3% 25.3%









1 億円以上 10 億円未満で「研究開発に対する補助金等の支援制度」のみを利用した企業の割合
（10.7%）の方が、両方の制度を利用している企業の割合（7.3%）よりも多い。 
 
 
